
別 紙

第４ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画

※百万円未満を四捨五入しているので、合計とは端数において合致しないものが

ある。

平成２５年度～平成２９年度予算 総 括

（単位：百万円）

区 別 金 額

収入

運営費交付金 １６，３０４

国庫補助金 ６，７５３

国庫負担金 ６０２，６３４

借入金 ３９３，７７４

保険料収入 ７５，９８４

運用収入 ８，００１

貸付金利息 ６３

農地売渡代金等収入 ５０５

諸収入 １５

計 １，１０４，０３３

支出

業務経費 ６１１，１６０

うち 農業者年金事業給付費 １８，０４０

旧年金等給付費 ５８２，３２１

還付金 １，２８３

長期借入関係経費 １６２

その他の業務経費 ９，３５５

借入償還金 ４１４，３００

一般管理費 ３，２７３

人件費 ３，８２３

計 １，０３２，５５６



［人件費の見積り］

期間中総額３，１４８百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用であり、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は

含んでいない。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２５年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（平成２３年度全国平均）（０．９９９％）

δ：平成２５年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）－（基本給等の

見直しを踏まえたもの）

２ 平成２６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９７．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９９．００％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については、ともに０％と推定。

［借入金］



借入金は、独立行政法人農業者年金基金法附則第１７条第１項及び第２項

により、旧給付に要する費用に係る国庫負担の平準化を図るため、農林水産

大臣の要請に基づき行うものであり、独立行政法人農業者年金基金法附則第

１７条第４項により、借入金に係る債務の償還及び当該債務に係る利子の支

払いに要する費用は、国庫が負担することとなっている。

なお、農業者年金基金より承継された借入金についても、独立行政法人農

業者年金基金法附則第５条により国庫が負担することとなっている。



平成２５年度～平成２９年度予算 特例付加年金勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ２，５２２

国庫補助金 ６，７５３

運用収入 ７４０

特例付加年金被保険者経理より受入 ４，１５２

諸収入 ３

計 １４，１７０

支出

業務経費 ６，００６

うち 農業者年金事業給付費 ６２３

特例付加年金受給権者経理へ繰入 ４，１５２

その他の業務経費 １，２３１

一般管理費 ６２８

人件費 ６６６

計 ７，３００

［人件費の見積り］

期間中総額５４９百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用であり、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は

含んでいない。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２５年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（平成２３年度全国平均）（０．９９９％）

δ：平成２５年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金



＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）－（基本給等の

見直しを踏まえたもの）

２ 平成２６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９７．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９９．００％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については、ともに０％と推定。

［収入支出予算の弾力条項］

農業者年金事業給付費又は特例付加年金受給権者経理へ繰入の支出予算に

不足を生じたときは、当該不足額を限度として農業者年金事業給付費又は特

例付加年金受給権者経理へ繰入の支出予算の額を増額することができる。



平成２５年度～平成２９年度予算 農業者老齢年金等勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ６，２５３

保険料収入 ７５，９８４

運用収入 ７，２６１

農業者老齢年金被保険者経理より ６７，９５７

受入

諸収入 ６

計 １５７，４６２

支出

業務経費 ８９，８９５

うち 農業者年金事業給付費 １７，４１７

還付金 １，２２３

農業者老齢年金受給権者経理 ６７，９５７

へ繰入

その他の業務経費 ３，２９８

一般管理費 １，３３１

人件費 １，６３０

計 ９２，８５６

［人件費の見積り］

期間中総額１，３４３百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用であり、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は

含んでいない。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２５年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）



γ：消費者物価指数（平成２３年度全国平均）（０．９９９％）

δ：平成２５年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）－（基本給等の

見直しを踏まえたもの）

２ 平成２６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９７．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９９．００％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については、ともに０％と推定。

［収入支出予算の弾力条項］

１ 農業者年金事業給付費又は農業者老齢年金受給権者経理へ繰入の支出予

算に不足を生じたときは、当該不足額を限度として農業者年金事業給付費

又は農業者老齢年金受給権者経理へ繰入の支出予算の額を増額することが

できる。

２ 保険料収入の過誤納の還付が支出予算に比して増加するときは、その増

加する金額を限度として保険料還付金の支出予算の額を増額することがで

きる。



平成２５年度～平成２９年度予算 旧年金勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ７，２５２

国庫負担金 ６０２，６３４

借入金 ３９３，７７４

貸付金利息 ６３

農地売買貸借等勘定より償還金 ５０５

旧年金経理より受入 １３２

諸収入 ５

計 １，００４，３６５

支出

業務経費 ５８７，４５７

うち 旧年金等給付費 ５８２，３２１

還付金 ６０

長期借入関係経費 １６２

旧年金業務経理へ繰入 １３２

その他の業務経費 ４，７８１

借入償還金 ４１４，３００

一般管理費 １，２２４

人件費 １，３８４

計 １，００４，３６５

［人件費の見積り］

期間中総額１，１３９百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用であり、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は

含んでいない。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２５年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ



α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（平成２３年度全国平均）（０．９９９％）

δ：平成２５年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）－（基本給等の

見直しを踏まえたもの）

２ 平成２６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９７．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９９．００％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については、ともに０％と推定。

［借入金］

借入金は、独立行政法人農業者年金基金法附則第１７条第１項及び第２項

により、旧給付に要する費用に係る国庫負担の平準化を図るため、農林水産

大臣の要請に基づき行うものであり、独立行政法人農業者年金基金法附則第

１７条第４項により、借入金に係る債務の償還及び当該債務に係る利子の支

払いに要する費用は、国庫が負担することとなっている。

なお、農業者年金基金より承継された借入金についても、独立行政法人農

業者年金基金法附則第５条により国庫が負担することとなっている。

［収入支出予算の弾力条項］



１ 農地売買貸借等勘定より償還金の収入金額がこの予算において定める金

額に比して増加するときは、当該増加額を限度として旧年金等給付費の支

出予算に不足を生じた場合に旧年金等給付費の支出予算の額を増額するこ

とができる。

２ 農地売買貸借等勘定より償還金の収入金額がこの予算において定める金

額に比して増加するときは、当該増加額を限度として保険料収入の過誤納

の還付が支出予算に比して増加する場合に保険料還付金の支出予算の額を

増額することができる。



平成２５年度～平成２９年度予算 農地売買貸借等勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ２７８

貸付金利息 ６３

農地売渡代金等収入 ５０５

諸収入 １

計 ８４６

支出

業務経費 ６１２

うち 旧年金勘定への償還金 ５０５

旧年金勘定への支払利息 ６３

その他の業務経費 ４５

一般管理費 ９０

人件費 １４３

計 ８４６

［人件費の見積り］

期間中総額１１７百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用であり、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は

含んでいない。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２５年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（平成２３年度全国平均）（０．９９９％）

δ：平成２５年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金



基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）－（基本給等の

見直しを踏まえたもの）

２ 平成２６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９７．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９９．００％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については、ともに０％と推定。

［収入支出予算の弾力条項］

農地売渡代金等収入及び貸付金利息の収入金額が、この予算において定め

る金額に比して増加するときは、当該増加額を限度として旧年金勘定への償

還金及び旧年金勘定への支払利息の支出予算の額を増額することができる。



平成２５年度～平成２９年度収支計画 総 括

（単位：百万円）

区 別 金 額

費用の部 ７０７，００８

経常費用 ６９２，２３４

人件費 ３，８２３

業務費 ５９６，７６６

一般管理費 ３，２７３

減価償却費 １０６

給付準備金繰入 ８８，２６５

財務費用 １４，７７４

臨時損失 ０

収益の部 ７０６，５０２

運営費交付金収益 １６，３０４

国庫補助金収入 ６，７５３

国庫負担金収入 １８８，３３４

財源措置予定額収益 ３９３，７７４

保険料収入 ７５，９５９

運用収入 ２５，１９６

貸付金利息収入 ６３

その他の収入 １５

資産見返運営費交付金戻入 １０６

臨時利益 ０

純利益 △５０５

目的積立金取崩額 ０

総利益 △５０５

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。



平成２５年度～平成２９年度収支計画 特例付加年金勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

費用の部 １２，４３５

経常費用 １２，４３５

人件費 ６６６

業務費 １，９０５

一般管理費 ６２８

減価償却費 １７

給付準備金繰入 ９，２１９

財務費用 ０

臨時損失 ０

収益の部 １２，４３５

運営費交付金収益 ２，５２２

国庫補助金収入 ６，７５３

運用収入 ３，１４０

その他の収入 ３

資産見返運営費交付金戻入 １７

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。



平成２５年度～平成２９年度収支計画 農業者老齢年金等勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

費用の部 １０４，３１６

経常費用 １０４，３１６

人件費 １，６３０

業務費 ２２，２６６

一般管理費 １，３３１

減価償却費 ４２

給付準備金繰入 ７９，０４６

財務費用 ０

臨時損失 ０

収益の部 １０４，３１６

運営費交付金収益 ６，２５３

保険料収入 ７５，９５９

運用収入 ２２，０５５

その他の収入 ６

資産見返運営費交付金戻入 ４２

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。



平成２５年度～平成２９年度収支計画 旧年金勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

費用の部 ５８９，９７８

経常費用 ５７５，２０３

人件費 １，３８４

業務費 ５７２，５５０

一般管理費 １，２２４

減価償却費 ４５

財務費用 １４，７７４

臨時損失 ０

収益の部 ５８９，４７２

運営費交付金収益 ７，２５２

国庫負担金収入 １８８，３３４

財源措置予定額収益 ３９３，７７４

貸付金利息収入 ６３

その他の収入 ５

資産見返運営費交付金戻入 ４５

臨時利益 ０

純利益 △５０５

目的積立金取崩額 ０

総利益 △５０５

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。



平成２５年度～平成２９年度収支計画 農地売買貸借等勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

費用の部 ３４２

経常費用 ２７９

人件費 １４３

業務費 ４５

一般管理費 ９０

減価償却費 １

財務費用 ６３

臨時損失 ０

収益の部 ３４２

運営費交付金収益 ２７８

貸付金利息収入 ６３

その他の収入 １

資産見返運営費交付金戻入 １

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。



平成２５年度～平成２９年度資金計画 総 括

（単位：百万円）

区 別 金 額

資金支出 １，１０４，０３３

業務活動による支出 ６１８，２５６

投資活動による支出 ７１，４７７

財務活動による支出 ４１４，３００

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 １，１０４，０３３

業務活動による収入 ７１０，２５９

運営費交付金による収入 １６，３０４

補助金等による収入 ６０９，３８７

保険料収入 ７５，９８４

運用による収入 ８，００１

農地売渡代金等収入 ５０５

貸付金利息収入 ６３

その他の収入 １５

投資活動による収入 ０

財務活動による収入

借入金による収入 ３９３，７７４

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０



平成２５年度～平成２９年度資金計画 特例付加年金勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

資金支出 １０，０１７

業務活動による支出 ３，１４７

投資活動による支出 ６，８７０

財務活動による支出 ０

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 １０，０１７

業務活動による収入 １０，０１７

運営費交付金による収入 ２，５２２

補助金等による収入 ６，７５３

運用による収入 ７４０

その他の収入 ３

投資活動による収入 ０

財務活動による収入 ０

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０



平成２５年度～平成２９年度資金計画 農業者老齢年金等勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

資金支出 ８９，５０５

業務活動による支出 ２４，８９９

投資活動による支出 ６４，６０６

財務活動による支出 ０

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 ８９，５０５

業務活動による収入 ８９，５０５

運営費交付金による収入 ６，２５３

保険料収入 ７５，９８４

運用による収入 ７，２６１

その他の収入 ６

投資活動による収入 ０

財務活動による収入 ０

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０



平成２５年度～平成２９年度資金計画 旧年金勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

資金支出 １，００４，２３２

業務活動による支出 ５８９，９３２

投資活動による支出 ０

財務活動による支出 ４１４，３００

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 １，００４，２３２

業務活動による収入 ６０９，９５４

運営費交付金による収入 ７，２５２

補助金等による収入 ６０２，６３４

貸付金利息収入 ６３

その他の収入 ５

投資活動による収入 ５０５

財務活動による収入

借入金による収入 ３９３，７７４

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０



平成２５年度～平成２９年度資金計画 農地売買貸借等勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

資金支出 ８４６

業務活動による支出 ３４１

投資活動による支出 ０

財務活動による支出 ５０５

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 ８４６

業務活動による収入 ８４６

運営費交付金による収入 ２７８

農地売渡代金等収入 ５０５

貸付金利息収入 ６３

その他の収入 １

投資活動による収入 ０

財務活動による収入 ０

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０


